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ポーター仮説 をめぐる論争 に関する
考察 と実証分析
1は じ め に
浜 本.光 紹
環境規制 による産業の国際競 争力へ のイ ンパ ク ト.について は,通 説的には次
のよ うに考 え られてい るユ)。環境規制 の導入 ・強化は,公 害防止投資が 生産 に
直接 的に寄与す るものではないため企業 に とって費用増加要因 とな り,生 産性
低下 を もた ら し競争力 を失 う結果 となる,と い う見解で ある。 しか し,こ れ と
はやや異 なる見 解 も存在す る。例 えばOECD〔1977〕による 日本の環境政 策
に関す る レビューは,環 境対 策のための支 出がマクロ経済のパ フ ォーマ ンスに
与 えたマイナスの影響 は決 して大 きくはなか った ことを指摘 して お り,そ の要
因の1つ と して公害防止装置 産業 の成 長を挙 げている%た だ し,経 済全体 で
みれぼ規制 の影響 は小 さい として も,こ の議論 は本 質的には環境規制への対応
を迫 られた産業 は生産性低下か ら免れない とい う見方 に立 った議論で ある。 し
か しながら,こ れ らの議論 とは逆 に,環 境規制 の競争力へ のプラスの影響 を強
調 する見解 が存在す る。P・rtes〔1991〕は,厳 格 な環境規 制 は国内企業の国際
1)環 境 規 制 が 産 業 の 国 際 競 争 力 に 与 え る影 響 を み る指 標 と して は,汚 染 集 約 的 な財 の 輸 出 量 の 変
化 や,規 制 を逃 れ て 海 外 生 産 ヘ シ フ トした こ とに よ る対 外 投 資 の増 加.産 業 の生 産 性 上 昇 率 の 変
化 が考 え られ る。 本 論 文 で は,生 産 性 上昇 率 へ の 影響 に 絞 っ て議 論 を進 め る。 これ ら の指 標 全 般




2)DECD,EnvironmentalPoliciesinJapan,Puffs:OECD,1977.(環境 庁 国 際 課 監 修 国 際 環 境
問 題研 究会 訳 「日本 の経 験一 日本 は 成 功 した か」 日本環 境 協 会,1978,)
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競 争力を高め るこ とにつ なが ると主張す る31。すなわち,環 境規制が適切 に設
計 された場合 には,費 用節減 ・品質向上 につ なが る技術革新 を刺激 し,そ の結
果国内企 業は国際市場 にお いて他国企業 に対 し競 争上 の優位 を獲得 して利益 を.
得 る,と い うこ とで あ る。P⑪rterはこの主張 の根拠 として,ア メ リカの諸産
業中で も大 きな環境保全 コス トを強い られた化学 産業 が国際貿易で のパ フ ォー
マ ンスを改善 したこ とや,厳 しい環境規制の下で ドイツと日本が アメ リカを上
回 る生産性の上昇率 を実現 した点 を挙げてい る㌔
上記の議論はポー ター仮説 と呼ばれ,こ.れに対 しては理論 的に も実証 的に も
否定的な見解 を示 す主張 も提 出され てお り,環 境 規制の政策効 果に関す る1つ
の論争 とな っている。本論文で は,ポ ーター仮説 をめ ぐる議論 につ いて,そ の
論争点を整理 ・検 討 し,そ の室根 に対す る解釈 をまとめ る。さ らに,そ の解釈
に基づ きなが ら,Porterがその主張の根拠 の1つ に挙 げてい る日本 の事例 に
ついて,環 境規制が与 える技術革新へ のインセンティブ効 果の実証分析 を行 う。
11ポ ーター仮 説 をめ ぐって
先 のPorter〔1991〕の主張 は,PorterandvanderLinde〔1995〕5}にお いて
よ り具体的に展開されてお り,そ の内容 は以Fの ようにまとめ られ る。現代 の
大量廃棄 を前提 とした生産技術 は,エ ネルギー ・原材料の生産性か らみて非効
率的であ る。 しか し環境規制が設定 され たことによ り汚染削減のための対 策に
企業が取 り組んだ結果,技 術革新 を通 じて原材料 あるい はエ ネルギー生産性 の
上昇がみ られ る。い くつかの企 業は環境対策費用 を上 回る収益 改善 を実現 して
3)Porter,M.E.A皿criea'sGreenS齢tegy."洗面 再 診`A脚η御 福AprU,1991,PP.96.
4)Nr,rsworthyandMalmquist〔1983〕は,日 本 とア メ リ カ に 関 して,製 造 業 全 体 で み た 生 産 性
上 昇 率 を推 計 して い る 。 こ こで は,全 要 素 生 産 性 の年 平 均 ヒ昇 率 に 関 して,ア メ リ カ と 『本 を比
較 す る と1965-7ヨ年 で ロ.59%と0.91%,1973-78年でQ,38%と1.64%とな っ て お り,日 本 は 石 油 危







いる(こ れ をイノベーシ ョン ・オフセ ットと呼 んで いる)。現行 の環境規制 は
技術 革新誘発 のた めにはむ しろマ イナスの効 果を及ぼ しかね ない ものであ るが,
そのよ うな規制 において もイノベー ション ・オフセ ッ トの事例が存在 す るので
あるか ら,技 術革新 をもた らす ように適切 に設計 された環境規制であれば,企
業 の競争力 を増強す ることが可能である。 そ うした望 ま しい環境規制の設計に
は,
A.技 術基準 を設定す る規制ではな く,汚 染排 出に対す る規制 とすべ きであ
る。 その場合,企 業は技術 選択 において裁量 の余地が大 き くな り,技 術革
新 をもた らす可能性 が高い助。
B.技 術革新 インセ ンテ ィブを継続 的に与 えるため に,市 場 メカニズ ムを利
用 した規制を採用 すべ きで ある。
C.企 業 にとって ロビー活動 の機 会を与 えない よう,不 確 実性 を排 除 した規
制設定を行 うべ きで ある。 そのため には規制設定 を審議す る段 階において
産業界 も参加 する必要が ある。
このポー ター仮 説 の妥 当性 につ い て は批 判 的 な見方 が提 出 され てい る6
0atesetal.〔1993]",Palmeretal.〔1995〕8〕は,ポ ー ター仮 説の理論的 ・実証
的検 証を行 い,仮 説 の妥当性 について懐 疑的 な見方 を示 した。以下で は,そ の
内容 につ いて解説 しなが ら,仮 説 を検 証す るために必要 な視点 を示 してい きた
いD
まず,ポ ー ター仮説 にお ける,環 境規制 の強化が競争力の増強 に寄与す る,
6)こ れ は ア メ リ カ で 採 用 さ れ て き た 技 術 基 準 〔tech且ol。gybasedstandards)がも つ,技 術 革 新
イ ン 七 ン テ ィ プ に 対 す る ネ ガ テ ィ ブ な 効 果 を 念 頭 に お い て い る,こ の 効 果 に つ い て は,次 を 参 照 。
FreemanIll,A.M」 」TechnけIDgy・BasedEffluentStandards=TheU.S.C靹5eノ'1伽8rR郡o配π85





Benefit・CwtortheNo.Cost.Paradigm?;'JwernrslofE〔σ即 知`」 ㍗砂 β``ごη郡」Vり1、g、No、4,1995,
pp.119-132.な お,こ の 論 文 は 前 掲 のOateseta1.〔1993〕 で の 議 論 に 加 筆 ・修 正 を 施 し た も の
で あ る が,主 張 す る 内 容 は 基 本 的 に 変 わ っ て い な し㌔















とい うメカニズムにつ いて理論 的側 面か ら検討 す る。第1図 において,MAC,,
MAC、はそれ ぞれ技術革新以前,以 後の限界防除費用 関数を表 しているDb今,
環境 税の税率がT,の とき,こ の技術 革新 によって得 る利 益 はGCBの 領域 に
相 当す る。技術革新 に要す る研究 開発費用が この利益 を上回 ってい る限 り,企
業 は技 術革新 インセ ンテ ィブを もたない。既 存技術 の下での利潤 を π、,新技
術 の下 での利潤 を π2.とす ると,上 記 の状況 で は,R1(β)〉π2(C)となってい.
るはず であ る。 こ こで,π1(B)はMAC,上の点Bで の利潤,π2(C)はMAC,
上の点Cで の利 潤 を表 している。
ここで,他 の条件 は一定 とした上で,税 率がTsに 引 き上 げられた と しよう。
このとき,ポ ー ター仮説 にしたが って,こ の規制強化が企 業 に研 究開発 イ ンセ
ンデ ィブを与えた とする。すなわ ち,技 術革新 による利益GFEが 研究 開発 費
用 を上 回る ことにな り,π2(F)〉π、(E)が成 り立つ状況 を考 える。 ポー ター仮
説 では,技 術革新が規制強化の場合で も利 益を もた らす と主張す るbこ れ は,
π2(F)〉π玉〈B)となる ことを意 味す る。一方,税 率の高い場合 には利潤 が小 さ
くなる と考 えられるので,新 技 術の下で π2(C)〉π2(F)が成 り立つ。 これ ら2
つの不等式 よ り,n2(C)>R1(B)を得 る。 この結果 は,も し規 制が強化 され て
も技術革新が利益 を もた らす のな らば,企 業 は規制が強化 され る以前 に既 に技
術革新 イ ンセ ンテ ィブを有 していなければならない,と い うことを意味す る。
106〔510)..第16D巻 第5・6号
上記 の設定 は π1(β)〉π、(C)を前提 と してい るので㌧ポー ター仮 説に したがっ
て置 か れ た72(F)〉π1(8)とい う設 定 は矛 盾 に至 り,し た が ってr1(B>>
π2(F)でなければな らない。
以 上の分析結果か ら,企 業 は技 術革新 を実現 して も規制強化 によって損失を
被 り,規 制の緩 い他 国企業へ競争上の優位 を与 え ることになる,と い う結論が
得 られ る。Palmeretal.〔1995〕は,こ の結論 を受 けて次 の点を指摘 してい る。
上記の簡略化されたモデルには,ポ ーター仮 説を説 明す るための要素 に欠 けて
.い るとし,そ の要素 として,
(D企 業聞及び.企業 と規制 当局 の間の相互依存関係 にお ける戦略 的行動
(2>何らかの原因で看過 され ているが,規 制強化 によって顕在 化す る技術革
新の潜在的機会の存在
を挙 げて い る。〔1)につ い ては,Ba皿ett〔1994〕が,ポ ー ター仮 説 につい ては
言及 していない ものの,戦 略的貿易モデルを用い た分析 を行 ってい る。そ こで
はベル トラ ン競 争の下では環境 規制の強化が競争力 を増強す る可能性 があ るこ
とを示 した。 しか しなが ら,ク ール ノー競争 ヘモデルを変更す る と逆の結論が
導 き出されること も示 されてい る。 また このモデルで企業 にとって環境規制の
強化 に のモデルで は,汚 染の限界 被害費用 と限界削減費用が均等化す るとき
に決まる最適汚染量以下 に削減す る場合を言 う)が 利潤 の増加 を もたらすの は,
技術 革新 による費用節減で はな く,生 産量の抑制 であ ると解釈で き,ポ ーター
仮説 が 成立 す る メ カ ニ ズム の説 明 に は な ら ない91。SimpsonandBradford
〔1996〕は,環 境税 が賦 課 され ている状 況で,か つ研究開発行動 を含んだ戦略
的貿易モデルを想 定 しているが,モ デルの結論は特定化の若干 の変 更に対 して
頑健(robust)でな く,ポ ー ター仮 説が成立 す るのは極 めて稀 なケースであ る
ことが示 され てい るlo」。 またUlphandUlph〔1996〕は,戦 略 的貿易 モデルで
9)Barret%S."StrategicEnvironmentalPolicvandInternationalTrade.".1側η置α'げP齢 」ゴ`位o
π㎜ 麻54,1994,VV、325-3認.なお,こ の 論 文 の 目的 は ポ ー タ ・ー仮 説 の 理 論 的 検 証 で は な く,政
府 が 自国 企 業 に 有利 な よ うに戦 略 的 に環 境 政 策 を採 用 す る場 合,環 境 規 制 を 最 適 汚 染水 準 よ り緩
め る か ど うか に つ い て 理論 的 に検 討す る こ とで あ る.
ポーター仮説をめく「る論争に関する考察と実証分析(511}107
環境税が賦課 されてい る状 況 において税率 の強化が生産性.ヒ昇 を もた らすか ど
うかは,研 究 開発努力の結 果 として どれ だけの汚染削減が実現す るかに よる,
す なわち汚 染削減に関す る研 究開発 生産関数 に依存す ることを示 したu,。した
が って,戦 略 的行動 を前提 と したモデ ルによる分析で は仮説の妥当性について
一般 的結論 を下す こ とは困難であ ると言 わざるを得 ない。
Palmeretal,〔1995〕は,PorterandvanderLinde〔1995〕が このよ うな戦
略的行動 を想定 してい ない と指摘 し,仮 説が成立す る と考 え られ る場合の企業
行動 として,② に注 目 してい る。企業はその内部 に何 らか の非効率性を内在さ
せ ているのが常態で あ り,し たが って潜在 的な技術改善 の機会 を有 してい る。
その機 会は経営者 に認識 され ない ままにな っているが,環 境規制やエ ネルギー
価格上昇 といった外 的条件の変化が刺 激 とな ってその存在が認識 され,費 用節
減の機 会が顕在化す る,と い うことであ る。
この(2}に関 して,Palmeretal,〔1995)は実証 的側面か らも検討 してい る。
それ による と,ア メ リカの 製造業 におけ るコス ト・オフセ ッ ト(環 境 対策 に
よって エ ネルギー ・原材料利 用 の効 率性 が改善 して発 生 した費用削 減分)が
1992年において推i定17億ドルであ り,こ れ は環境対 策支出の2%以 下 にす ぎな
い として,仮 説 の信頼性 に対 して懐 疑的な見 方を示 している。
ここで次 の2つ の点 に注意 す べ きで あ ろ う。 第1に,Porte■andvander
Linde〔1995〕は仮 説 の根拠 として企業 レベ ルで のイ ノベー シ ョン ・オフセ ッ
トの事例 を挙 げてお り,製 造業全体でみた統 計を もって仮説 の反証 とす るの は
若干問題 があるか もしれ ない。 また,ア メ リカにおいて環境規制が産業 の生産
性 上昇 率の大幅 な低 下を もたら した ことにつ いて,そ れを積極 的に支持す る証
拠があ るわ けで はない。Jaffeetal.〔1995〕は,環 境 規制によ る生産性への影
10)S童mp50n.R,D.andR.L.Bradford,III,欄TaxingVariableCost=EnvironmentalRega岨ationas
IndustrialPDlieゾ,ノ偬 η瞬 け'画 τ・か㎝mentalFconomicsandManagement30,1996,pp.282-300.
11)Ulph,A,andD.Ulph"Tradヒ,St■ategicInnovationandStrategicEnvironmenta】Policy;A





響 に関す る実証分析 をサーベイ してい る。 これ によると,製 造業 の全要素生産
性上昇率 の低下 に占める環境規制 による影響 の割 合は,8-16%の範 囲に多 くの
産業が含 まれてい る。 これ に含 まれ ない産 業は,製 紙業(30%),電力(44%)で
ある。以上の ことか らこの論文 は,環 堵規制が生産性 に与 えるマ イナ スの影響
はさほど大 き くはない と結論 している12㌧
第2に,よ り重 要 な点 と して,Palmeretal.〔1995〕1よ,Porter1mdvan
derLinde〔1995〕が い うイノベ ー.ション ・オフセ ッ トと上記 の コス ト・オ フ
セ ッ トを同一の もの とみてい ることである。 コズ ト・オフセ ジ トに関す る数値.
の基礎 とな ったU.S.DepartmentofCommerce〔1994〕のア ンケー ト調査 で
は,環 境対策 を目的 とした支出 に伴 って発 生 した費用節減 のみ を計上す るよう
になってお り,し たが っ.て汚染削減を伴 うような場合で あって も,効 率化 を目
的 とした生産工程の大幅な刷 新の場合 には統計 に含 まれ ない'%し か しなが ら,
以下で も述 べるように,生 産工程の効率化 と環境対 策が不可分で あるよ うな場
合が多 くなってお り,む しろこう した技術 が イノベー ション ・オ フセ ッ トを産
み出すよ うに思 われ る。..
先に挙 げたアメ リカ製造業への環境規制の イン.パク トに関す る実証研究 は,
全要素生産性への影響 を分析 してい るL4〕。周知 のよ うに,全 要素 生産性上昇率
は産出量増加率 の要因の うち,生 産要素の増加率 によって説 明されない部分 に
相当す る。 これは技術進歩,環 境規制,エ ネルギー価格 の変動な どの様 々な要
因 によって影響 を受 ける。この うち全要素生産性上昇率 に大 きく貢献 するであ
12)Jaffε 研 創.〔1995〕,,,ム
13)U.S.Depar血entofCo㎜ ㎝ce(B皿enuofthe(泊 圃'PollutionA6erementCりstsandEx-
p㎝ditures,1993ノ'轍π醗1認 翼∫疏 α'Reports;MA200〔93〕 一1,1994,Wash血lgto甑D.C.,U5、
Gて・鴨r㎜entPri加 ㎎Office.





Prod.じtivity=DirectandInd忌rcじtEffects∴」催 脚'qノ'五 肌 伽oπ㎜"㍑ ♂Eω η07π沁 μη4Mα η㎎ 陸
ment18,1990,vv.50-65.
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ろ う技術進歩 を もた らす最大の要因は,研 究開発活動 による技術革新で あると
考 え られる]%
ここで再 びPorterめ主張 に立 ち返 って考 えてみた い。Porter自身は,イ ノ
ベ.一シ ョン ・オフセ ッ トが実現す るまでに要する時間につ いて明言 してい ない。
しか し,.仮説 にある 「環境規制→生産性上昇」 とい うメカニズムの問には,技
術革新 を介 して お り,こ の技術革新は研 究開発努力 の結果 として中長期 の期 間
を経 て実現す る と考 えるのがむ しろ 自然であるよ うに思 われ る。 しか も規制 に
よって刺激 された研 究開発が,Porterの言 うよ うに結 果 と して生 産性 の..ヒ昇
を もた らす とすれ ば,環 境保全 目的 のみ な らず,省 エ ネ ・省資源 や効率 化 と
いった生産工程 の改善及 び新 しい生産 プロセスの創 出を目的 としたものも含ん
で いる と考 え られ る。すなわち,環 境 規制が研 究開発投資全般 を押 レ上 げる効
果 を もつ,と いったメ カニ.ズム としてPorterの主張 を解釈 で きる。環境 対策
技術 は これ まで多 くの場合,生 産工程 の末端 において発生す る汚染物質 を処理
す るend・of-pipetechnologyが採 用 されて い るが,生 産 工程 の効 率性 改 善 に
よって汚 染削減 も実現 され る場合 も存在 し,こ うした対策技術 はcleanerpro-
ductiontechnologyと呼ばれ る。 この後者 の技術 は,生 産性 を犠牲 にす ること
な く環境改善 を実現 しうるとい う意味で,ポ ー ター仮説 に対す る解釈 を提示す
る上で重要であ ろう。
こ うした考 えに立って仮説 を検討 したJaffeandPalmer〔1994〕1よ,環境規
制が研 究開発支出全般 に与 え る効果 につ いて,1975-91年の アメ リカ企 業のパ
ネルデー タを用いて実証分析 を行 い,産 業特性 による影響 を調整 した場合,規
制強化が研究開発支出の増加を もた らす とい う結果 を得 てい る1%
以上,ポ ー ター仮説をめ ぐる議 論につ いて概観 してきたので,こ こで仮 説を
15)研 究 開 発投 資 の収 益 率 を計 測す る際 に は,通 常,従 属 変 数 と して全 要 素 生 産性 ヒ昇 率 を用 い る 。








成立 させ るメカニズ ムについ てまとめてお きたい17コ口今,あ る企業 の費用 関数
が以下の ように表現 され る としよ う。
.C=C(ρ`,At,Q,R,7「)..(1)
こ こで,ρ1,Pkは生産要素(労 働,資 本)価 格,Qは 産 出量,Rは 環境 規制 の
強度(regulatoryintensity),7は技術水 準を表 してい る。また,次 のよ うな条
件 を置 く。
∂C/∂ρ`>0(i=',ん),∂C/∂Q>0,∂C/∂∫～>0. C/∂7'〈0
最初 の2つ は,生 産要素価 格の上昇 お よび産 出量 の増加 は費用 を増加 させ るこ
とを意 味す る。3番 目の条件 は規制の強化が 費用 を上昇 させ るこ とを示 してお
勉,4番 目は技術水準 の上昇が費用節減を もた らす ことを示 してい る。
〔1.)式を全微分す る と,
dC=∂C/りρr4ρ,十∂C/∂飯4ρκ十∂C/∂QdQ十∂C/∂∫～dR十∂0酒∂TdT
ここで,生 産要素価格 と産 出量 は変化 しない とす ると,規 制 の強化が費用 に与
える.全効果 は次のよ うになる。
4Cん躍=∂C/∂R十∂C/∂τ・ゴZをJR
ポ.一夕ー仮説 は,規 制強化 の全効果が負 になるこ とを主張す る。 これが成立
す るためには,
∂C/∂R〈一∂C"T・ゴZ履R
でなければな らず,先 の条件 よ り,dT/dR>0でなければ な らない。 したが っ
て環境 規制 が企業 の技術水準 を引 き上げ る効果 を もたなけれ ばならない。 この
効 果を もた らす メカニズムは,こ れまでの議 論か ら以下 の2つ に分 けられ ると
考え られる。
(a)環境 規制 によって潜在的 な非効率性 が認知され,そ の改善が生 産性 ヒ昇
を もた らす。
(b)環境規制によって研究 開発支 出が押 し上 げられ,ζ れが技術革新 を引 き
17)PorterandvanderLid.〔1995〕は環境 規制に よって生産工程 の改善だ けで な く製品の品質




起 こし生産性 を上昇 させ る。
㈲ に関 しては,企 業 自身が資源浪費の改 善の機会 につ いて認識 してい ないの
であれば,技 術面で のコ ンサルテ ィングなどを通 じてその機会 につい ての情報
を与 えるような技術政策で あって もそれ を認識 させ ることは可能であ ろ う。そ
の意味では㈲ を実現す る場合 に環境規制 を強化す る必然性 は小 さい と言 える。
また,.環境規 制に よって認知 され た非効率性の改善 よ りも,生 産性 のL昇 によ
り大 き く貢献 す るのは(b)で挙 げた研究 開発 を通 じた技術 革新 である と考 え られ
る。次節では,こ の解 釈を踏まえ,日 本 の環境規制 に関 して〔b)に焦点 を当てて
ポーター仮説 を実証面か ら検討 する。
III環境規制と研究開発支出
}
「環境 規制→研究 開発→技術 革新→生産性上 昇」 とい う長期的影響 の連鎖 を
すべ てとらえるた めには,第1に 環境規制が研究 開発.インセ ンテ ィブと しての
役割 を果 た したか,と い う点を検証 して,第2に 研究 開発活動が結果 と して生
産性 に与えた影響 を計測す る必 要が ある。 ここでは,JaffeandPalmer〔1994〕
の分析方 法に したが って,第1の 「環境 規制→研 究開発努力」 とい う関係 につ
いてのみ分析す ることを目的 とす る。
.以下のよ うな回帰式 を推定す る。
E,r=α+βP汀+γs直7+WT+r+μ虹r
島rは 第 ゴ産業 の 丁期 の研究 開発支 出,PITは公害 防止投 資支 出,5,7は研 究
開発補助 金,玲 は粗付 加価値,Tは タイム トレン ド,μ」Tは誤差項 で ある。
産業 にとっての環境規制 の強度 を表す代理変数 として,現 実の企業 の対応 を示
す公害防止投 資支 出を用 いている。分析 において はこれの1期 の ラグと過去3
年の移動 平均についてそれぞれ影響度 をみ る。 また,粗 付加価 値は産業 規模 の
影響を制御す ることを目的 とする。さ らに,産 業特性(industrycharacteristics)
を表す もの として産業別 ダミーを用 いたモデルも推定す るLS,。
サ ンプルとなる産業は,資 本金1億 円以上 の繊維 ・紙パ ルプ ・化学 ・石油石
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炭製 品 ・窯業 ・鉄鋼5非 鉄 金属の7業 種で,こ こで は公害対策が急激 に進んだ
1970-79年の期間を取 り上 げる。データは,研 究 開発支出 と補助金(国.・自治体
か らの受 入研究費)については総理府r科 学技術研究調査報告』,粗付加価値 に
ついては通産省r工 業統計表』企業編,公 害防止投資 につ いては通産省r主 要
産業の設.備投 資計.画』 を用 いた。
上記の方法 により,最 小 二乗法 による回帰 を行 った結果 を第1表 にま とめて
いる。産 業特 性を処理 してい ない モデルでは,公 害防止投資,R&D補 助金 と
もに研究 開発努力 に対 してマ イナスの効果 を もつ ことが示 されてい るが,こ れ
らは有意で はない。 しか しなが ら,産 業特性 を処理 したモデルで は1期 ラグ ・
移動平均 ともに公害防止投 資 は研究開発 支出に対 して正 の符号 を もち,統 計的
に有意であ る。また決定係数 も改善 してお り,産 業 別 ダ ミーのF値 も大 きい数
値を示 してい る。 これは技術機 会(technologicalopportunity)や専有可 能性
(appropriability)とい った産業特性が企業のR&Dイ ンセ ンテ ィブに無視 しえ
ない影響 を与 えてい ることを意味 している と考 えられ る。一方,R&D補 助金
の係数については統計 的に有意 でない。 この研究 開発補助金は,理 論上,技 術
知識 の もつ公 共.財的性格が ゆ えにR&D投 資 は過小投 資 に陥 りやす い とい う
「.市場の失敗」を矯正するために企 業に研究 開発 イ ンセンテ ィブを与 えるとい
う機能 を果たす。 しか し,1970年代 において理論 上の機能 を果 た したか否か に
つ いて この結果か らは明確 な判断はで きない。
寺尾 〔1994〕で は,通 産省 による公害防止投 資支出の統計 は,調 査 に対 して
解答 した企業 に関す る数字 のみ表 してい るに過 ぎず,実 際よ りも過小 に推計 さ
れてい ると指摘 され てい る四,。す なわ ち,デ ータとして用 いた公害 防止投資支





19)寺尾忠能 「日本の産業政策と産業公害」小島麗逸・藤崎成昭編 爛 発と環境アジア 「新成長
圏」の課題」第B章,アジア経済研究所,1994年,310-311ベージ,
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第1表 環 境 規 制 と研 究 開 発 支 出(1970-1979)その1




































〔 〉 内[まf値。αは5%,め はm%の 水 準 で有 意 。
`は5%の 水 準 で有 意 。
デー タの下で あって も,1970年代 において公害防IF一投資 は研究 開発努力 を押 し
.ヒげるという効果がみ られ ることが,.ヒ記 の分析 によ り示 され てい る。
こ こで,JaffeandPalmer〔1994〕の分 析か ら進 んで,R&D活 動 に影響 を
及ぼす と考 えられ る他の要素を加え,さ らに産業別 ダミーによって抽出 した産
業特性 に関 してよ り具体的な変数を選んで回帰式 の説 明変数 に加 えてみ よう。
ここで は,他 の要素 として当該 産業の市場構造 を,産 業特性 と して技 術機会 に
つ いて考慮す る。専有可能性については適 当な代理変数が見当た らないので.,
これ を含 むその他の要素や産業特性 は ダミー変数 によって処理す る。
市場構造 につ いては,市 場集 中度 や産業特性 がR&Dイ ンセ ンテ ィブ として
どの程 度影響 す るか につ いて実証分析 を行 ったLeviesetal.〔1985〕珊♪に したが
い,あ る集 中度の水準 において研究 開.発努力が最 も大 きくなる とい う,.いわゆ
る 「逆U字 型」の関係 がR&D努 力 と市場集 中度 の問に存在す る もの と想定
す る。 また,技 術機会 については,基 礎,応 用,開 発 とい う研究段階のそれぞ
れ に異 なる技術機会を.各産業が有 している と考 え,各 研 究段 階 に対す る研 究開
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発 支 出 の 配 分 比 率 を も っ て 技 術 機 会 の 豊 か さ を 表 す 代 理 変 数 と す る 。 す な わ ち,
こ こ で は 企 業 が 技 術 機 会 の 豊 富 な 研 究 段 階 に 多 く の 資 源 を 配 分 す る も の と想 定
して い る 。 以 上 の 変 数 に 関 す る デ ー タ は,市 場 集 中 度 に つ い て はR&D支 出 上
位5社 の 売..ヒ高 比 率 を,技 術 機 会 に つ い て は 分 野 別(基 礎,応 用,開 発)
R&D支 出 か ら 比 率 を 計 算 し て そ れ ぞ れ 用 い て い る 。 出 所 は と も に 『科 学 技 術
研 究 調 査 報 告 』 で あ る 。
第2表 に は,市 場 構 造 と技 術 機 会 を 説 明 変 数 に 加 え た 分 析 の 結 果 を 示 し て い
る 。 こ こ で も 環 境 規 制 は 研 究 開 発 活 動 を 押 し 上 げ る効 果 を もつ と い う結 果 が 得
ら れ て い る 。 技 術 機 会 に つ い て は,産 業 別 ダ ミー が 無 い モ デ ル で はR&D支 出.
に 対 す る プ ラ ス の 効 果 が 有 意 に 表 れ て い る が,ダ ミー を 加 え る と有 意 で は な く
な っ て い る 。 し た が っ て 産 業 別 ダ ミ ー に よ っ て 抽 出 さ れ る 産 業 特 性 の 影 響 が 依
然 と し て 大 き い と思 わ れ る 。
市 場 構 造 に つ い て は,当 初 予 想 し た 「逆U字 型 」 の 関 係 と は 正 反 対 の 結 果
が 得 ら れ て い る 。 こ の 理 由 と し て,サ ン プ ル と し て 選 ん だ 産 業 が 限 定 さ れ て い
る 点 が 考 え ら れ る ε㌔ ま た 分 析 期 間 に は 石 油 危 機 以 降 の 景 気 停 滞 が あ り,そ の
影 響 の 程 度 が 産 業 に よ っ て 異 な っ て い た こ と が 表 れ て い る と も 考 え られ る 。 研
究 開.発支 出 が 最 も低 い 水 準 と な る 市 場 集 中 度 を ダ ミー 変 数 付 き の 回 帰 係 数 か ら
計 算 す る と,49.5%(1期 ラ グ),52.4%(移 動 平 均)で あ り,こ れ に 近 い 集
中 度 に あ る 産 業 と し て は,石 油 石 炭 製 品 産 業 が ユ970-79年の 平 均 で56.9%と
20)Lovin,R.(二.,W、M,CohenandD.C.Mower,"R&DAppropriability,Oppo血1hltア,andMar・
ketStructure;NewEvidenceonSome.Schu皿pctchdnHyI川theses,"A一,..Fo.mm,cRe・
焼㎝75(ぬρ備 岬4脅`'(欄幽z副,No.2,1985,PP.20-24.「逆U字 型」 の関係 を検 討す る場合,・
従属 変数にはR&D.支出一売 上高比 率(R&Dint㏄ky)を用い るところで あるが,本 論文はJaf-
feandPahnerの分析方法に継 続す る形で議論 を進めてい るので,R&D支 禺を用 いている。
21)筆者 は以前 の論文 において,自 動車 メー カ ・ーやエ ンジニア リング メーカーが公害防止技術の瞬
発を進 めるイ ンセンテ ィブとして市場競争が大 きく影響 してい る点を揖摘 した。 自動車産業の研
究 開発支 出上位5社 の売上高比率 は,1970-79年の平均 で58.5%(科学技 術研究調査報 告による)
で あ り,奉論 文の結果 によれば研 究開発支出の水準は低 い産業 に位置す ることになる。 しか し本.
論文 の実証 に用いた データは 自動車産業,機 械産業を含んでい ないた め,以 前の論文での指摘 と
矛盾す る もので はない。 ヒ記の指摘 については,次 の論文 を参 照..浜本光紹 「日本 におけ る公害
防止 のための公共政策に関す る一.考察一硫 黄酸 化物 ・窒 素酸化物対策 を事例 として一」 『調 査 と
研究』1997年7月号掲載予定。
bポー ター仮説 をめ ぐる論争 に関す る考察 と実証分析













































































R-Squared 0.917426 0.920825 0.984885 0.985836






()内 は'値 。 αは5%,





特定 目的刑研究費 として 「環境の保護(1970-75年まで公害防除)」の項目があ
り,ここか ら環境保全目的に特定された研究開発支出を知ることが可能であ
る2鋤。 ここで,こ の環境保全目的のR&D支 出を従属変数 として上記と同様の
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回帰分析 を行 った。その結果が 第3表 に示 されてい る。環境保全に特定された
研究開発 活動は,当 然 の ことなが ら環境規制 によって誘発され ると予想 され,
実際 にその予想通 りの結果が得 られ てい る。 また,研 究開発補助金が有 意な影
響 を与 えてい るが,こ の補助金 は環境保全 に特定 されてはいない点に注意す る
必要があ る。ただ し,ユ970年代 に各産業 に対 して交付された公害対 策のための.
R&D補 助金が,研 究 開発補助 金の大 きな部 分を 占め てい るとすれ ばz3〕,補助
金が環境 保全技術 の研究 開発 イ ンセ ンテ ィブを与 える効果を有 していた と考 え
ることがで きるだろ う。
ここで,こ れ までの分析結果 について若干の注意点を述べてお きたい。先 に
公 害 防止投資支 出の統計 が過小評価 となっている可能性 につい て述べ たが,
JaffeandPalmer〔1994〕は,公 害防止投 資の大 きさは規制 の厳 しさを表現 し
た ものではな く,む しろ企業の公害対策の非効率性を表現 している可能性 につ
いて指摘 してい 為。彼 ら自身は明記 してはいないが,こ れはアメ リカの環境規
制が技術基準 を設定す る手段 によってい るために,対 策技術 を企業 の選択 に任
せ る排 出規制 よ りも非効率であ ることを念頭 に置いている と考 え られる。日本
では排 出規制 によっているので,こ の ような問題は アメリカの実証研究 の場合
よ りも小 さいで あろ う。
1980年代 に入 る と,公 害防止投資の動向は落ち着 き,省 エネ対 策のための投
資の比重 が高 ま ってい る。 この時期 には,環 境規 制よ りも石油価格高騰 の影響
の方 が研究 開発活動 を活発 に してい るか もしれない。そ こで,省 エネ投資が進
んだ1980-92年の期 間について も同様 の分析 を行 ってみ た。 ここで は説明変数























































































R-Squared G.904060 O.872441 O.920153 0.900325







6は5%の.水 準 で 有 意 。
bは10%の水準で有意。
が含まれている駒。結果 は第4表 に示 している。この結果によると,1980年代
には石油危機によるエネルギー価格高騰の影響が研究開発努力を押し上げてい
ることがわかる。さらにこの結果では,環境規制がむ しろ研究開発努力にネガ
24)省エネ投 資のデータは通産省 「主要産業の設備投資計画』によ る。なda,1986年までの統計 は
合成繊維 ・紙パルプ ・石 油化学 ・石油精 製 ・セメ ント ・鉄鋼 ・アルミ精練圧延 とい うよ うにい く
つかの産業 において調査 対象.業種 の範 囲が狭 くなっている。
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第4表 環境規制と研究開発支出(1980-1992年)






































































〔)内 は`値 。 αは5%,
ρは5%の 水 準 で有 意 。
わは10%の水準で有意じ
ティブな効果を与えている とい うことが示 されてい る。
デー タに用いた通 産省 の統計 は,調 査表の公害防止投資 の範 囲の指定か らみ
て,大 部分が先 に触 れたend一。f.pipetechnologyによる装 置の設置 に関す る統
計 とな ってい る。汚染 削減技術 が,.生産工程内 において汚 染発生 を制 御す る
cleanerproductiontechnologyであ り,汚 染対策 が生産設備 と一体化 され てい
る場合 には,公 害防止投 資支 出の統計 にそれ はほとん ど表れない ことにな る。
ポーター仮説をめぐる論争に関する考察と実証分析(523)119
1980年代 以降の環境規 制 に対す る企業 の技 術 的対 応 においてcleanerproduc-
liontechnologyによ る部分 が大 きい場 合 には,公 害 防止投資 支 出統 計 を もっ
て環境 規制 の強度 の代理変数 とす ることに問題があ るだろ う。 したが って,先
に述べた公 害防止投資統計 の過小評価の問題は,こ の時期に関 して特 に大 きい
と言 える。
以上,前 節の〔b)にあ るポー ター仮説 の解釈 に基づいた実証分析を行 い,1970
年代 につ いて仮説 と整合的な結果 が得 られ た。 ここでその結果か ら推測される
企業行動 について次の ような説明を提示 したい。1970年代 に急速 に設定 ・強化
された直接規制 に対す る企業 の技術 的対応 はend-of-pipetechnologyに中心が
おかれていた とすれば,そ の設備は生産 に直接寄与 しないので企業の負担感は
大 きい もの となる。 この規制 による負 担感が誘 因 とな って,企 業 は公害対策 も
工程内 に含めた,よ り効率 的な生産技術 を模索 して研究 開発 を実施 した もの と
考 えられ る。そ して公害対策がやや落 ち着いた1980年代 にはエ ネルギー価格高
騰 に対応す る必要が生 じたため,環 境 ・省エ ネ対策 を も統合 した効率 的生産技
術 を開発す る方向 に向か った と考 え られ る。
IV要 約および残 された課題 につい て
本論文では,ポ ーター仮説をめぐる論争をサーベイしながら,この仮説が成
立する場合のメカニズムとして 「環堵規制→研究開発支出の増加→技術革新一・
生産性上昇」 という連鎖に着目した。そしてこの立場から,日本の製造業7業
種に関して,環境規制が研究開発支出全体を押し上げる機能をもったことを実
証的に明らかした。この結果より,H本の製造業は規制によって生じた環境対
策費用を負いながらも,生産性の改善を図 り,環境.保全を含めた生産上程の効
率化を模索 して研究開発を行ったものと推察される。しかしながら,実際に環
境規制が与えた生産性への影響の程度を計測するためには,上記の長期的影響
の連鎖のうち,研 究開発によって生 じた技術革新がどの程度生産性上昇に寄与
したか,と いう点についても実証的に検討すべきであり,これは今後の課題で
戸
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